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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主をはじめお客様、取引先、地域社会、従業員等全てのステークホルダーから信頼される企業体制を構築するため、コーポレート・ガ
バナンスの充実と強化を経営上の最重要課題として位置づけ、経営の透明性及び効率性を確保し、もって経営環境の変化に対応できる組織体制
による企業価値の増大に努めております。 
当社は、2015年6月26日開催の当社第42回定時株主総会の決議に基づき監査等委員会設置会社に移行いたしました。これにより、株主総会の
一層の活性化、取締役会の意思決定の迅速化及び監査等委員会による監督機能のより一層の強化、並びに組織的監査体制の適切な構築・運
用による監査機能の強化等に取り組んでおります。 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4 いわゆる政策保有株式】
当社は、上場株式の政策保有に関する基本方針及びその議決権行使基準について、以下の通り定めております。

＜上場株式の政策保有に関する基本方針＞
・基本的な考え方
当社は、政策保有株式について、その保有の意義が認められる場合を除き、保有しないことを基本方針とします。
・保有の意義と確認
保有の意義が認められる場合とは、投資先企業の収益性、成長性等の検証結果を踏まえ、当社グループの企業価値の維持・向上に資すると判
断される場合をいいます。
・検証
保有する株式について、個別銘柄毎に、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等、定期的、継続的に保有
の意義を検証し、その意義が乏しいと判断される銘柄については、市場への影響やその他考慮すべき事情に配慮しつつ、売却を行います。
2018年12月の取締役会で、個別銘柄について検証した結果、保有の意義が乏しいと判断される銘柄については、市場への影響等に配慮しつつ
売却を行い、その意義が認められる銘柄については、これを引き続き保有することとしました。

＜政策保有株式に係る議決権行使基準＞
・議決権行使基準
当社は、投資先企業が適切なガバナンス体制を構築し、中長期的な企業価値の増大につながる適切な意思決定を行っているか、また、当社グル
ープの企業価値の向上に資するかという観点を踏まえ、総合的な判断のもと議決権を行使します。
・議案検討について
具体的な議案検討に際しては、投資先企業との対話や専門部署による検証等を通じ、議案の賛否を検討します。特に、企業価値や株主利益に
影響を与える可能性のある議案等については、その目的及び企業価値向上に向けた考え方等を確認した上で、賛否を総合的に判断します。

【原則1-7 関連当事者間の取引】
当社は、役員や主要株主との重要な取引（関連当事者間の取引）については、取締役会の決議事項と定めております。また、決算期ごとに、取締
役及び主要株主に対して、関連当事者間の取引の有無につき確認書の提出を義務づけております。

【原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】 
企業年金の積立金の運用が従業員の安定的な資産形成に加えて、当社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、企業年金担当組織が運用機
関に対するモニタリング等の適切な活動を実施できるよう、必要な経験や資質を備えた人材を配置するとともに、その育成に努めております。ま
た、運用状況については定期的に報告を受けております。

【原則3-1 情報開示の充実】
（i）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画
当社の経営理念や経営戦略、経営計画は、コーポレートレポート及び中期経営計画にて開示しております。
当社ホームページ（https://www.resorttrust.co.jp/ir）をご参照ください。

（ii）本コード（原案）のそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針
本報告書及び有価証券報告書にて記載しております。

（iii）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続
当社の役員報酬は、当社グループの持続的な成長と長期的な企業価値の拡大を目指し、各役員の動機付けがなされること、また、優秀な人材を
経営者として確保可能な水準であることなどを基本方針として報酬を決定しております。
なお、賞与やストックオプションなどのインセンティブについては、会社業績向上への貢献度等の成果を総合的に考慮し、決定しております。
また、取締役（監査等委員や社外役員を除く）に対し、当社が定めた役員株式給付規定に基づき役員株式所有制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導
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入しております。本制度は、業績達成度等に応じて決定した配分原資（一事業年度あたり197百万円を上限）を元に、役位に応じたポイントを付与
し、退任時に当該付与ポイント相当の株式を給付いたします。
取締役(監査等委員を除く)の報酬額については、定時株主総会で決議した年額の範囲内で、上記基本方針に従い、代表取締役および業務部門
管掌取締役にて原案を作成し、取締役会で決議しております。原案の作成にあたっては、独立社外取締役を過半数とする報酬諮問委員会に諮問
しております。
なお、監査等委員である取締役の報酬額については、定時株主総会で決議した年額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議にて決定して
おります。

（ⅳ）取締役の選解任・指名
当社の取締役・監査等委員候補の指名に関しては、的確かつ迅速な意思決定、適材適所、ジェンダーや国際性などを含む多様性の観点より総合
的に検討しております。
選解任及び指名の手続きとしては、代表取締役及び業務部門管掌取締役にて、上記方針に従い検討のうえ、原案を作成し、取締役会で決議しま
す。 
原案の作成にあたっては、独立社外取締役を過半数とする指名諮問委員会に諮問します。なお、監査等委員である取締役候補の指名について
は、上記に加え、監査等委員会の同意を得た上で、取締役会で決議しております。

（v）取締役の選解任・指名についての説明
取締役候補等については、個々の選解任理由を株主総会参考書類にて開示しております。

【補充原則4-1-1 取締役の委任範囲】
当社は、関連法令に従い、取締役会の決議によって重要な業務執行の決定を取締役に委任することができる旨を定款に定め、開示しておりま
す。
なお、当社は、取締役の担当制を導入するとともに、迅速かつ的確な経営及び執行判断を補佐するため、業務執行を担当する執行役員を選任し
ております。
また、職務権限規程において、取締役及び執行役員が執行できる範囲を明確に定めております。

【原則4-8 独立社外取締役の有効な活用】
当社は、社外取締役６名のうち５名（うち監査等委員である取締役として３名）を、独立社外取締役として選任しております。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】
当社は、会社法や金融商品取引所が定める基準に加え、当社独自の基準を制定し、本報告書の「その他独立役員に関する事項」等にて開示し
ております。

【補充原則4-11-1 取締役会全体のバランス、多様性、規模に関する考え方】
取締役候補の指名に関しては、取締役会による的確かつ迅速な意思決定、適材適所、ジェンダーや国際性などを含む多様性の観点より、総合的
に検討しております。なお、その手続に関しては、原則3-1（iv）に記載の通りであります。

【補充原則4-11-2 取締役の兼任状況】
取締役の主な兼任状況につきましては、株主総会招集通知及び有価証券報告書にて開示しております。

【補充原則4-11-3取締役会の実効性の分析・評価とその概要】
当社は、取締役会の実効性について、外部機関の協力を得ながら自己評価を行いました。
　　　■評価方法： ①アンケート実施（2017年度第4四半期）② アンケート結果をもとに、取締役会において分析・自己評価
　　　　　　　　　　　　※ 透明性を確保するため、アンケートの作成及び結果の取りまとめについては外部機関に委託をしております。
　　　■対象：　　　 取締役及び執行役員 計26名
結果として、取締役会資料の事前提示の更なる早期化、取締役に対するトレーニングの更なる充実等、今後対応が必要な項目は一部あるもの
の、前年度の分析・評価から改善された項目を含め、当社の取締役会はその役割期待を適切に果たし、取締役会の実効性が十分に確保できて
いるものと分析・評価しています。
全体として前年度より改善されていることを確認しつつ、更なる実効性向上に努めてまいります。

【補充原則4-14-2 取締役に対するトレーニングの方針】
当社は、全取締役に対して、会社の事業・財務・組織等に関する必要な知識を習得し、求められる役割・責務を適切に果たすため、各種研修等に
積極的に参加させる方針であります。
また、新任取締役に対しては、新任取締役向けの外部セミナー等を受講させ、期待される役割・責務を適切に果たすための理解を深めさせており
ます。

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】
当社は、「株主との建設的な対話に関する方針」を制定し、ホームページに掲載しております。
（https://www.resorttrust.co.jp/ir/investors/governance/）

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】
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氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社宝塚コーポレーション 13,419,648 12.38

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,496,800 6.00

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,457,600 4.11

サッポロビール株式会社 3,351,760 3.09

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 2,972,400 2.74

伊藤與朗 2,922,616 2.70

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ） ＲＥ ＭＯＮＤＲＩＡＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ Ｅ
ＱＵＩＴＹ ＦＵＮＤ， Ｌ．Ｐ．

2,111,200 1.95

株式会社ジーアイ 1,921,976 1.77

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 1,881,400 1.74

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ １４００４４ 1,725,100 1.59

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 25 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 19 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 6 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

谷口　嘉孝 その他 ○

相羽　洋一 弁護士 ○

赤堀　聰 税理士 △

中谷　敏久 公認会計士 △

野中　ともよ その他 ○

寺澤　朝子 学者 ○

※　会社との関係についての選択項目
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

谷口　嘉孝 ○ ○ 該当事項なし 谷口嘉孝氏は、長年の行政実務により培われ
た豊富な経験と幅広い見識を当社の経営・監
査に活かしていただくため、社外取締役として
選任しております。
また、会社法、金融商品取引所が定める基準
に加え、当社独自に制定した「独立社外取締役
の独立性に関する基準」により、一般株主との
利益相反が生じるおそれがないと判断し、2010
年３月より独立役員に指定しております。
詳細につきましては、当社が取締役会におい
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て制定した「独立社外取締役の独立性に関す
る基準」（後述の独立役員関係「その他独立役
員に関する事項」）をご参照下さい。

相羽　洋一 ○

社外取締役の相羽 洋一氏は弁護士であ
り、その近親者及びそれらが取締役又は
監査役に就任する会社を含め、当社との
間に人的関係、資本的関係はありませ
ん。
同氏が所属する弁護士事務所との間にお
いて、当社の法務関連業務につき顧問契
約が締結されておりますが、その年間取
引金額は1,000万円未満であり、2018年３
月期における当社連結売上高の0.01％未
満であります。

相羽　洋一氏は、弁護士として培われた専門
的な知識・経験等を当社の経営・監査に活かし
ていただくため、社外取締役として選任しており
ます。

赤堀　聰 ○ ○

社外取締役の赤堀 聰氏は税理士であり、
その近親者及びそれらが取締役又は監
査役に就任する会社を含め、当社との間
に人的関係、資本的関係はありません。
同氏が所属する税理士事務所との間にお
いて、過去、当社の税務関連業務につき
顧問契約が締結されておりましたが、201
5年10月に契約は終了しております。終了
以前の年間取引金額は1,000万円未満で
あり、2018年３月期における当社連結売
上高の0.01％未満であります。

赤堀　聰氏は、税理士としての専門的な知識・
経験等を当社の経営・監査に活かしていただく
ため、社外取締役とて選任しております。
また、会社法、金融商品取引所が定める基準
に加え、当社独自に制定した「独立社外取締役
の独立性に関する基準」により、一般株主との
利益相反が生じるおそれがないと判断し、2015
年12月より独立役員に指定しております。
詳細につきましては、当社が取締役会におい
て制定した「独立社外取締役の独立性に関す
る基準」（後述の独立役員関係「その他独立役
員に関する事項」）をご参照下さい。

中谷　敏久 ○ ○

社外取締役の中谷 敏久氏は公認会計士
及び税理士であり、その近親者及びそれ
らが取締役又は監査役に就任する会社を
含め、当社との間に人的関係、資本的関
係はありません。
但し、同氏は当社の会計監査人である有
限責任あずさ監査法人に2012年6月まで
所属しておりました（2003年3月期以降は
当社を担当しておりません）。当社は、会
社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく会計監査について有限責任あずさ監
査法人と監査契約を締結しており、期末
にとどまらず必要に応じて適宜監査が実
施されております。
同氏が現在所属する監査法人との間にお
いて、当社子会社が業務委託契約を締結
しておりますが、その年間取引金額は1,00
0万円未満であり、2018年３月期における
当社連結売上高の0.01％未満でありま
す。
また、同氏が現在所属する監査法人との
間において、当社子会社が過去に監査契
約を締結しておりましたが、現在、契約は
終了しております。終了以前の年間取引
金額は1,000万円未満であり、2018年３月
期における当社連結売上高の0.01％未満
であります。

中谷　敏久氏は、会計士及び税理士としての
専門的な知識・経験等を当社の経営・監査に
活かしていただくため、社外取締役として選任
しております。
また、会社法、金融商品取引所が定める基準
に加え、当社独自に制定した「独立社外取締役
の独立性に関する基準」により、一般株主との
利益相反が生じるおそれがないと判断し、2015
年12月より独立役員に指定しております。
詳細につきましては、当社が取締役会におい
て制定した「独立社外取締役の独立性に関す
る基準」（後述の独立役員関係「その他独立役
員に関する事項」）をご参照下さい。

野中　ともよ ○ 該当事項なし

野中 ともよ氏は、政治・社会・環境等の幅広い
見識に加え、上場企業の役員等を多数歴任さ
れた中での、実際の企業経営の多様な経験と
実績や、様々な地方自治体の観光大使も務め
るなど観光業における広い見識を、当社の経
営・監査に活かしていただくため、社外取締役
として選任しております。
また、会社法、金融商品取引所が定める基準
に加え、当社独自に制定した「独立社外取締役
の独立性に関する基準」により、一般株主との
利益相反が生じるおそれがないと判断し、2017
年６月より独立役員に指定しております。
詳細につきましては、当社が取締役会におい
て制定した「独立社外取締役の独立性に関す
る基準」（後述の独立役員関係「その他独立役
員に関する事項」）をご参照下さい。

寺澤　朝子 ○ 該当事項なし 寺澤 朝子氏は、経営学における経営組織論
や組織行動論を専門とし、社員の動機づけや
組織変革に関する研究に長く携わるなど、企業
に関する豊富な調査経験や、行政での委員等
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を歴任された実績を有し、それらを当社の経
営・監査に活かしていただくため、社外取締役
として選任しております。
また、会社法、金融商品取引所が定める基準
に加え、当社独自に制定した「独立社外取締役
の独立性に関する基準」により、一般株主との
利益相反が生じるおそれがないと判断し、2018
年6月より独立役員に指定しております。
詳細につきましては、当社が取締役会におい
て制定した「独立社外取締役の独立性に関す
る基準」（後述の独立役員関係「その他独立役
員に関する事項」）をご参照下さい。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役（名） 社外取締役（名） 委員長（議長）

監査等委員会 5 2 1 4 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会は監査等委員会事務局を設置し、監査等委員会の職務を補助する使用人を専任のスタッフ(監査等委員会スタッフ)として配置して
おり、監査等委員会スタッフは、他部署の使用人を兼務せず、もっぱら監査等委員の指示に従うことにより、監査等委員会スタッフに対する指示の
実効性を確保するものといたします。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、内部監査及び内部統制担当部署である監査部及びリスク管理担当部署であるリスク管理部から監査等の報告を受け、必要に
応じて監査部に対し、監査の対象部門や重点監査項目等について指示を行ないます。監査等委員会は、会計監査人から、その監査計画及び監
査の結果について定期的に報告及び説明を受け、これに基づき財務諸表監査及び内部統制監査の結果について検証を行ないます。また、会計
監査人の品質管理体制についても報告及び説明を受けております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名） 委員長（議長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 7 0 3 4 0 0 社外取締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 7 0 3 4 0 0 社外取締役

補足説明

当社は、取締役の選任・指名及び報酬の決定プロセスに関する透明性、客観性を確保することを目的として、独立社外取締役を過半数とする「指
名諮問委員会」及び「報酬諮問委員会」を設置しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名
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その他独立役員に関する事項

当社は、2018年6月28日より、社外取締役６名体制（男性４名、女性２名）とし、そのうち５名を独立社外取締役に指定しております。（従来の、社外
取締役５名（男性４名、女性１名）体制より拡充）。

当社の独立社外取締役の独立性に関する基準は以下の通りであります。
(1)当社における独立社外取締役の独立性に関する基準は下記の通りとし、いずれにも該当しない者は独立性を有するものと判断する。
1 当社及び連結子会社の業務執行取締役および執行役員等の重要な使用人である者。
2 当社の大株主（直近の事業年度末における議決権保有比率が総議決権の10％以上を保有する者）、又はその業務執行者である者。
3 当社を主要な取引先※とする者、又はその業務執行者である者。
4 当社の主要な取引先※、又はその業務執行者である者。
5 当社又は連結子会社の会計監査人又はその社員等として、当社又は連結子会社の監査業務を担当している者。
6 当社から役員報酬以外に、年間1,000万円を超える金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家。
ただし、当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当社から得ている財産が年間収入の2％を超える団体の業務執行者である
者。
7 当社の主要借入先（直近の事業年度にかかる事業報告において主要な借入先として氏名又は名称が記載されている借入先）又はその業務執
行者である者。
8 当社から年間1,000万円を超える寄附を受けている者。
ただし、当該寄附を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当社から得ている財産が年間収入の2％を超える団体の業務執行者である
者。
9 過去3年間において、上記2から8のいずれかに該当していた者。
10 上記1から9のいずれかに掲げる者（ただし、重要な者に限る。）の二親等内の親族。
11 前各号のほか、当社と利益相反関係が生じうるなど、独立性を有する社外取締役としての職務を果たすことができない特段の事由を有してい
る者。
※「主要な取引先」とは、直近の事業年度の年間連結売上高が2％を超える場合をいう。

(2)(1)の基準に加え、当社取締役の法令順守や経営管理に対する監査・監督に必要な幅広い知識と豊富な経験を有することを独立社外取
締役選任の目安とする。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、当社取締役（監査等委員を除く）に対して、業績や株価を意識した経営を行うことならびに株主との利益意識を共有することを目的とし、
当社が定めた役員株式給付規程に基づき業績達成度等に応じてポイントを付与し、退任時に当該付与ポイント相当の株式を給付する役員株式
所有制度「株式給付信託（BBT）」を導入しております（社外取締役には付与しておりません）。

また、当社取締役（社外取締役及び監査等委員を除く）、従業員（執行役員含む）ならびに関係会社の取締役および従業員の業績向上に対する
意欲や士気を一層高め、当社株主との利害の共有化により当社の連結企業価値の一層の増大を図ることを狙いとして、ストックオプションの目的
で無償にて新株予約権を発行することについて、 2017 年６月 29 日開催の当社第 44 回定時株主総会及び同日開催の取締役会において決定し
ております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の執行役、子会社の従業員、その他

該当項目に関する補足説明

付与対象者については、会社業績向上への貢献度等の成果を総合的に考慮し決定しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

連結報酬等の総額が1億円以上の者は、有価証券報告書において個別開示を行っています。有価証券報告書は、当社のホームページにも掲載
し、公衆の縦覧に供しています。

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容
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当社の役員報酬は、当社グループの持続的な成長と長期的な企業価値の拡大を目指し、各役員の動機付けがなされること、また、優秀な人材を
経営者として確保可能な水準であることなどを基本方針として報酬を決定しております。なお、賞与やストックオプションなどのインセンティブにつ
いては、会社業績向上への貢献度等の成果を総合的に考慮し決定しております。また、取締役（監査等委員や社外役員を除く）に対し、当社が定
めた役員株式給付規定に基づき役員株式所有制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。本制度は、業績達成度等に応じて決定した配分
原資（一事業年度あたり197百万円を上限）を元に、役位に応じたポイントを付与し、退任時に当該付与ポイント相当の株式を給付いたします。報
酬額については、【原則3-1 情報開示の充実】にて説明の通り決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役のサポート体制につきましては、監査等委員会を構成する監査等委員である取締役５名の職務を補助すべき専任の監査等委員会事
務局スタッフ1名を配置しております。また関係各部署が連携し、社外取締役６名（監査等委員以外の社外取締役を含む）に対するサポート体制の
整備を図り、監査の実効性を高めております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

現在、対象者はおりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・当社は、企業統治の体制として、監査等委員会設置会社の組織形態を採用し、監査等委員である取締役による監査を実施しております。
・監査等委員（男性５名、女性０名）は、５名中４名が社外取締役であり、毎月開催される取締役会に出席しております。経営会議その他の重要な
会議について監査等委員である常勤取締役が出席し、公正な経営監視体制をとっております。また監査等委員会は取締役（監査等委員を除く）
（男性12名女性2名）のヒアリングを実施するなどコーポレート・ガバナンスが適正に機能しているか等につきレビュ-を行っております。
・監査等委員会の職務を補助するため監査等委員会事務局を設置し、専任のスタッフ１名を配置して監査等委員会の実効性ある監査・監督活動
に資する体制を整備しております。
・監査等委員である取締役は、監査部が全部門を対象に計画的に実施する業務監査の監査結果について毎月報告を受けるほか、財務報告に
係る内部統制の整備やその運用状況の評価結果についても随時報告を受けております。
・監査部は、全部門を対象に計画的な業務監査と財務報告に係る内部統制の評価業務に携わり、その結果を代表取締役社長に報告を行うととも
に関係部署に対しても監査結果もしくは評価結果を開示し改善を求めることを通じて内部統制の有効性向上を図っております。同様に、監査部は
監査等委員会にその結果を報告するとともに、リスク管理部も交えて、監査等委員会との意見交換を行っております。
・監査部長は監査等委員会の求めに応じて監査等委員会の監査に同行しております。監査等委員会事務局スタッフは、各監査等委員に対して監
査上必要な資料のほか、社内の重要な情報についても適宜提供しております。
・当社は経営環境に的確に対応するため、意思決定の迅速化や経営人材の育成を図るために執行役員制度を導入しており、執行役員は男性８
名、女性０名で構成されております。
・当社の取締役・監査等委員候補の指名に関しては、【原則3-1 情報開示の充実】にて説明のとおり取締役会で決議しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等委員会設置会社に移行し、社外取締役４名を含む５名の監査等委員である取締役により、監査等委員会を構成し、取締役の職
務執行の監査・監督を実施しております。当社取締役会は、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行なうことにより持続的企業価値向上を図る
ため、適時・適切なカバナンス体制の構築・運用に努めてまいります。当社における重要事項の決定プロセスは、議案提出部署が毎月開催され
る経営会議に起案事項を付議し、さまざまな観点から議論を尽くし、その後毎月開催される定例取締役会において重要事項を審議し、決定する
形をとっております。また、迅速かつ的確な経営及び執行判断を補佐するため、業務執行を担当する執行役員８名を選任しております。
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主が総会議案について十分な検討時間を確保することができるよう、招集通知の早期発送
に努めています。第４５回定時株主総会招集ご通知は、2018年６月８日（金曜日）に発送い
たしました。また、招集通知の内容について、発送前の2018年６月６日（水曜日）以降、TDnet
やホームページにて掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会を集中日に設定する方針はございません。ただし、今年度につきましては、会場予
約の関係から結果的に集中日となりました。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットを通じて議決権の行使が可能です。

その他
交通至便な社外会場での総会開催、総会では映像を駆使したビジュアルでの営業報告を行っ
ております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明
代表者自身
による説明
の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

「透明性、公正性の高い経営を目指し、積極的な開示を行うこと」を基本方針
とし、適時開示規則、社内規定等に従い、情報の集約・管理・公表を行ってお
ります。オフィシャルホームページにも掲げております。
https://www.resorttrust.co.jp/corporate/disclosure_policy/index.html

個人投資家向けに定期的説明会を開催
証券会社、ＩＲ支援会社などが企画する個人投資家説明会に参加しておりま
す。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会を開催し、多数のアナリスト、機関投資家に参加頂き説明及び質
疑応答を行っております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
代表者自身が、証券会社などが主催する海外におけるＩＲカンファレンスの参
加、機関投資家への個別訪問をして説明をしております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報、決算情報以外の適時開示資料、有価証券報告書又は四半期報告
書、決算説明会資料、コーポレートレポートなどを掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
担当部署：IR部
担当者：ＩＲ部長　八木 ひとみ

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、持続可能な社会の実現に向け、事業活動を通じてさまざまな取り組みを行っており、
毎年6月末発行のサステナビリティレポートで報告しております。
また、CSR情報について当社ホームページ内で開示しており、上記レポートのデータも閲覧可能
です。
https://www.resorttrust.co.jp/csr/

その他 【内部通報者保護制度】
従業員一人一人が危機管理意識を持つように啓蒙するとともに、内部通報者保護制度を2002
年に設けております。また、2006年4月1日公益者通報保護法施行に伴い前制度を発展的に改
変対応し、制度の強化を図っております。

【人財戦略について】
■取り組み方針
当社は最大の独自資源である「人財」を育て、一流ブランドとして挑戦し続ける組織風土を創り、
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ステークホルダーの誰もが美しく・楽しい人生を送るために「一生涯お付き合いをしたい」と思っ
ていただけるグループへ変革して参ります。お客様やお取引先と社員がつながり、社員同士も
つながりあい、リゾートトラストブランドを未来につないでいく中で、素直で柔軟な思考や姿勢、受
容力、優雅で上品な振舞いの「しなやかさ」を有し、先見性、自発性、成長意欲、変化を求める
姿勢で「進化」をし、お客様と歓びを共有し、自身や仲間の成長を感じ、ともに楽しく働ける「幸
せ」を感じてもらえる職場環境を創って参ります。そして、社員一人ひとりがニーズ・ウォンツを真
摯に捉え、期待を大きく上回る「価値」を「創造」し、人様や社会に役立つために尽力することで
「貢献」し、人財理念である「彩りある人生を」実感してもらえる会社でありたいと考えています。
■重点取組み課題
・働きやすい職場環境
年間休日や所定労働時間の見直しを図るとともに、年次有給休暇の取得しやすい職場環境の
整備。
・的確な人材確保と人財配置の適正化
デジタル戦略を駆使した効果的・効率的な採用活動を実施。
デジタル戦略における支援と連携し生産性を意識した働きやすい職場環境づくりと人財配置の
適正化を図る。
・評価制度の刷新と教育・育成体系の構築
人財理念に即した人財創出に注力し、ブランド力や生産性向上に繋がる評価・教育・育成体系
の構築。
・人財の育つ組織風土づくり
表彰制度の見直し、マイスター社員等の認定制度の創設、感動の輪を広めあう仕組みの活性
化。
・ダイバーシティの推進（後述）

【ダイバーシティ推進の体制について】
2015年10月より人事部内に専任部署であるダイバーシティ推進室を設置、
下記のダイバーシティ推進や障がい者雇用の促進等多様な社員の活躍に向けた取り組みに努
めております。

《ダイバーシティ推進》
■取り組み方針
誰もがいきいきと活躍できる職場と風土の醸成を目的に、ダイバーシティ推進のあるべき状態
（「個を活かす風土」・「継続就業」・「持続的成長」）を掲げ、その実現に向けた様々な取組みを
行っています。
2015年10月に専任部署である人事部ダイバーシティ推進室を設置し、社内制度の拡充や従業
員周知、省庁や自治体が行う認定や表彰取得などに取組んできました。更に各本部の事業特
性や強みを踏まえ、個別の課題を効果・効率的に解決すべく、本部内の推進メンバーと連携し
て実効性のある取組みを進めています。
これらによって、お客様に対する多様な視点でのおもてなしにも繋げ、当社の経営理念である
『エクセレント・ホスピタリティ』の実現を追求していきます。
■取り組み事例等
・両立支援
短期育児休業制度の導入＜2017年8月＞
ベビーシッター制度の新設＜2017年12月＞
仕事と介護の両立支援ワークショップ＜2017年9月より各事業所で展開＞
・従業員周知
会員制本部にて、女性のキャリア支援を目的とした女性営業職研修（Shining Forum）の開催＜2
018年1月＞
会員制本部にて、個を活かすマネジメントと働き方改革を目的とした管理職セミナーの開催＜20
18年1月～同年5月＞
ホテルレストラン本部（当時）にて、組織変革を目的とした管理職研修の開催＜2017年8月～同
年10月＞

《障がい者雇用の促進》
■取り組み方針
障がい者雇用促進のために東京、横浜、名古屋、大阪に立ち上げた「事務支援センター」では、
きめ細やかなサポート体制や、採用のミスマッチを防ぐために外部支援機関と連携をし、障がい
者採用の工夫をしております。社内の各部署の事務作業を切り出し、障がい者のある従業員の
担当業務の創出と社内の業務の効率化を積極的に行い、全社の労働時間の低減と、従来外注
していた業務の内製化などによる経費の削減を実現致しました。さらにノーマライゼーションの
考えのもと、健常者と障がい者が同じフロアで働く中で、お互いに認め合う風土が醸成され、ホ
スピタリティを育むことが出来るようになり、当社が経営理念として追求する「エクセレント・ホス
ピタリティ」の実現へ歩みを進めており、これらの取り組みにより継続的に評価を頂いておりま
す。今後も障がいのある従業員がさらに活躍できる職場環境を目指してまいります。
■取り組み事例等
・障害者雇用職場改善好事例　最優秀賞「厚生労働大臣賞」受賞（Ｈ25年度）
・「ダイバーシティ経営企業100選」選定（Ｈ26年度）
・「東京都障害者雇用優良取組企業　障害者雇用エクセレントカンパニー賞」（Ｈ29年度）

【健康経営への取り組みについて】
■取り組み方針
リゾートトラストグループの経営理念である『エクセレント・ホスピタリティ・グループ』の真の実現
のために、心身ともに健康で自らの人生を輝かせる人材が欠かせないと考えています。社員の
健康維持・増進に向け、安全で快適な職場環境の形成、社員の生活習慣の改善、メンタルヘル
スケアの充実などの施策を会社と社員、そしてその家族が一体となって実行・推進し、イキイキ
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と活躍できる職場環境と、家庭生活の充実に取り組み、当社にかかわる全ての人々の人生を謳
歌するしなやかな生き方に貢献していきます。
■取り組み事例等
2016年1月「リゾートトラストグループ健康経営宣言」を制定しました。職場の安全衛生活動の向
上・活性化が、社員や組織の健康増進と意識改革につながると考え、労働安全衛生専門のコン
サルタントとともに、安全・衛生委員会活動等の勉強・研修会を重ねてきました。2018年4月には
それまでのPJ体制から、専任部署を置いての健康経営推進体制へと深化させ、また同時に自
社健康保険組合を設立し、データヘルス計画の構築と実践をするための地盤を固めています。
社員一人ひとりの健康増進やその意識付けに寄与するため「健康ポイント制度（2017年4月
～）」を開始し、運動や禁煙などの啓発のプラットフォームを整備しています。
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は2006年5月16日開催の取締役会において決議し、適宜、内容の見直しを行っており、2015年6月16日に修正決議した内容は、以下のとおり
であります。(1)～(18)

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1 当社は、確実かつ効率的なコンプライアンスの実践を可能とするため、コンプライアンス総責任者（ＣＣＯ）を設置し、その指揮のもとリスク管理部
が企業倫理に則った公正な事業活動及び法令遵守の徹底の強化を図っております。
2 当社は、取締役のコンプライアンス違反を防ぐため、会社が情報を把握できるよう社内規程に基づき内部通報制度を構築しております。
3 取締役会は、取締役会規則に従い、取締役の業務運営・職務執行の適法性を確保し、その監督をしております。
4 取締役は、自社の取り扱う事業に関連する法規を認識し、コンプライアンス意識の維持向上を図っております。
5 当社は、金融商品取引法及びその他の法令に基づき、財務報告の適正を確保するために必要かつ適切な内部管理体制を整備し、運用してお
ります。
6 当社は、企業の社会的責任を自覚し、持続的な発展を確かなものとするため、反社会的勢力との関係を一切遮断し、その実効性の確保に努
めるとともに、反社会的勢力に対する基本方針を定め、これを遵守しております。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の職務の執行に係る情報、取締役会及び経営会議等の重要な意思決定に関する情報、その他重要な情報（電磁的データを含
む）について、社内規程に従って適切に保存及び管理を行っております。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1 当社は、リスク管理委員会を設置し、全社的なリスク管理体制を整備しております。
2 当社は、自社の取り扱う事業分野に関するリスクを把握し、リスク管理に係る規程の制定及びその遵守を行うとともに、リスク管理に関する従
業員教育を行っております。
3 当社は、不測の事態に対する危機管理体制を整備し、適切・迅速な対応により損害を最小限に抑えるよう努めております。
4 当社の各部門は、各自の業務において、その内在するリスクを把握、分析、検討したうえで適切な対策を実施するとともに、リスクが発生し得る
と予測される場合には、速やかに取締役に情報が届くような体制を整備しております。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1 当社は、取締役の職務権限、会議体及び会議付議事項の基準を明確化するとともに、各部門の業務分掌を明確にし、意思決定の効率化を図
る体制を整備しております。
2 当社は、社内規程に基づき取締役会を毎月開催し、経営に関する重要事項について決議し、取締役の監督等を行っております。
3 当社は、取締役会において中期５ヵ年計画、年度予算等を策定し、全社及びグループの予算・業績管理を実施しております。
4 当社は、全社あるいはグループ全体に影響を及ぼす重要事項について、社内規程に従い、経営会議の開催による検討を経て決定しておりま
す。
5 経営環境に的確に対応するため、意思決定の迅速化や経営人材の育成を図るために執行役員制度を導入しております。

（5）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1 当社は、確実かつ効率的なコンプライアンスの実践を可能とするため、コンプライアンス総責任者（ＣＣＯ）及び専任部署であるリスク管理部を
設置し、企業倫理に則った公正な事業活動及び法令遵守の徹底の強化を図っております。
2 当社は、使用人に対し企業理念・経営方針を継続的に伝えることにより、法令・社会倫理に基づいた企業行動をとることを徹底させておりま
す。
3 当社は、使用人に対し法令遵守のための継続的なコンプライアンス教育を行うとともに、使用人のコンプライアンス違反を防ぐため、会社が情
報を把握できるよう、社内規程に基づき内部通報制度を構築しております。
4 当社は、業務運営・職務執行の適法性、効率性を図るため内部監査を実施し、監査指摘事項に従い改善しております。
5 当社は、金融商品取引法及びその他の法令に基づき、財務報告の適正を確保するために必要かつ適切な内部管理体制を整備し、運用してお
ります。
6 当社は、企業の社会的責任を自覚し、持続的な発展を確かなものとするため、反社会的勢力との関係を一切遮断し、その実効性の確保に努
めるとともに、反社会的勢力に対する基本方針を定め、これを遵守しております。

（6）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
1 当社は、社内規程に基づき、グループ会社の業務の適正を管理するとともに、必要に応じてグループ会社との情報交換を行っております。
2 当社は、グループ会社に役職員を派遣することによりグループ会社の業務の適正を確保しております。
3 当社は、グループ会社全体について業務が適正に実施されるよう、内部通報制度の整備を行っております。
4 当社は、監査部が定期的にグループ会社の監査を行い、親会社の取締役会に報告を行っております。

（7）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制
当社は、グループ法人管理規程を定め、グループ会社が当社に承認を求めるべき事項、グループ会社が当社に報告をすべき事項を、その内容
の重要度合に応じて、明確に定めております。

（8）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、グループ会社のリスク管理を担当統括する組織として、リスク管理部及びリスク管理委員会を設置し、リスクの状況の把握、評価等を行
っております。

（9）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、当社グループの中期経営計画を策定するとともに、グループ各社において事業計画を策定させ、その進捗状況を毎月確認し、検証して
おります。

（10）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1 当社は、コンプライアンス基本方針を定め、当社グループ会社とも共有し、周知徹底することで、理解と浸透を図っております。
2 当社は、グループ会社におけるコンプライアンスの実効性を確保するため、グループ会社のコンプライアンスを担当統括する組織としてリスク管
理部及びリスク管理委員会を設置し、コンプライアンス総責任者（ＣＣＯ）を置いております。
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（11）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制
当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、監査等委員会事務局を設置し、専任の監査等委員会スタッフを配置しております。

（12）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査等委員会は、監査等委員会スタッフの人事異動について事前に報告を受け、必要な場合は人事部門に対し変更を申し入れることができるも
のといたします。

（13）監査等委員会のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会スタッフは、他部署の使用人を兼務せず、監査等委員会に専属することとし、もっぱら監査等委員の指示に従うことにより、監査等
委員会スタッフに対する指示の実効性を確保するものといたします。

（14）取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制
取締役及び従業員は、法定の事項に加え、次の事項について遅滞なく監査等委員会に報告するものといたします。
イ．全社的に影響を及ぼす重大事項の決議の内容
ロ．内部統制に関する活動報告
ハ．内部通報制度の運用状況

（15）子会社の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員、法598条1項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び
使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告をするための体制
当社グループの役職員は、法令等の違反行為を発見した場合は、当該グループ会社の監査役（若しくは代表取締役）に対して報告を行うものと
し、報告を受けた者は当社のリスク管理部に報告するものとし、リスク管理部長は、監査等委員会に速やかにその内容を報告するものといたしま
す。

（16）報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
当社は、当社グループ会社の役職員も利用可能な内部通報制度を設けており、当該通報を行ったことで不利益な取り扱いを受けることのないこ
とを明記しております。

（17）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係
る方針に関する事項
当社は、監査等委員会の監査の実行を担保すべく、毎年、予算措置をするものとします。その他予算外のものにあっては、監査等委員会の職務
に必要な費用を当社が負担するものといたします。

（18）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
代表取締役は、監査等委員会と定期的に意見を交換する等して、経営方針及び会社の対処すべき課題の他、監査上、重要性を認める事項につ
き、相互の認識及び信頼関係を深め、監査等委員会の監査が実効的に行われるよう努めるものとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は「反社会的勢力に対する基本方針」を取締役会で決議し、全社員共通の行動規範として定めた「ホスピタリティ憲章」において「社会規範を
遵守」することを定め、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当な要求には一切応じないという考え方のもとに事業活動を行っております。
なお、オフィシャルホームページにも掲げております。
https://www.resorttrust.co.jp/ps/qn/guest/news/showbody.cgi?CCODE=0&NCODE=17
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Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取組みのひとつとして、会社の支配に関する基本方針に照らして不
適切な者によって大規模な買付等がなされた場合の対抗のための方策を含めた「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」を
導入しております。
詳細につきましては、平成28年5月13日付のリリースをご覧下さい。
https://www.resorttrust.co.jp/ps/qn3x/guest/news/dldata.cgi?CCODE=30&NCODE=121

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．当社の経営理念、適時開示に係る基本姿勢
当社グループは、「新天地開拓」を企業精神として、「信頼と挑戦」、「ハイセンス・ハイクオリティ」、「エクセレント・ホスピタリティ」を追求し、お客様
のしなやかな生き方に貢献することを経営理念としております。さらに理念体系を社員一人ひとりに浸透していくために、グループの行動規範とし
て「ホスピタリティ憲章」を定めております。ホスピタリティ憲章では、「私たちは、人生を謳歌するしなやかな生き方に貢献します。」をミッション（使
命）とし、「私たちは、ハイセンス・ハイクオリティを追及する、エクセレント・ホスピタリティ・グループです。」をビジョン（目指すべき姿）としておりま
す。
こうした理念のもと、会社情報の適時開示に関しても、「透明性、公正性の高い経営を目指し、積極的な開示を行うこと」を基本方針とし、適時開
示規則、社内規程等に従い、情報の集約・管理・公表を行います。

２．会社情報の適時開示にかかる社内体制
（１）適時開示の担当部署
情報開示について、適時開示情報に関しては規則に従いＩＲ部が、その他のPR情報については、広報部が速やかにプレスリリースを行います。
（２）公表手続き
情報開示が決定した事項は、当該決定に基づいた方法及び時期に、担当部署より証券取引所（東京、名古屋）への開示を行うとともに、ホームペ
ージに公開して、全てのステークホルダーへの情報開示を行います。
（３）適時開示に係る情報の取り扱い並びにインサイダー取引の管理
当社グループでは、「インサイダー取引規制」に係る売買禁止期間や該当部署などの情報を社内に開示し、インサイダー取引の防止に努めてお
ります。重要情報の取り扱いについても、関係者への情報管理の徹底及び不正使用を厳禁し、当該情報が開示・公表されるまで、関係者による
当該情報に基づく有価証券の売買を禁止とするなど、必要な措置を講じております。
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